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　令和３年６月末から日本付近に停滞した梅雨前線の影
響で、西日本から東北地方の広い範囲で大雨となり、各
地で河川氾濫、浸水、土砂崩れ等が発生しました。
　静岡県熱海市では、降り始めから７月３日までの４日
間の総雨量が432.5mmを観測し、平年の７月１か月分
の降水量243mmを上回りました。気象庁は、７月２日
６時29分に大雨警報、同日12時30分に土砂災害警戒情
報を発表しました。これを受け、熱海市は、同日12時
30分に高齢者等避難を発令しました。その後、７月３
日10時30分頃伊豆山地区の住宅地で大規模な土石流が
発生したことを受け、熱海市は同日11時05分に緊急安
全確保を発令しました。
　この土石流災害については、住民等の死者・行方不明
者が27人となるなど甚大な被害が生じました。
　本稿においては、この静岡県熱海市土石流災害におい
て、懸命な活動にあたった消防機関や被災自治体の対応
内容について、政府や消防庁の対応とともにご紹介しま
す。

　政府においては、７月３日13 時10分に官邸対策室を
設置し、関係省庁局長級会議を開催して情報収集や対応
の協議を開始しました。その後、同日17時00分に関係
閣僚会議を開催しました。同日17 時30 分には「令和３
年７月１日からの大雨特定災害対策本部」を設置し、さ
らに、５日11時00分に「令和３年７月１日からの大雨
非常災害対策本部」を設置し、７月30日までの間に関
係閣僚会議を２回、特定災害対策本部会議を２回、非常
災害対策本部会議を３回開催しました。

「令和３年７月静岡県熱海市土石流災害」に
おける消防機関等の対応
国民保護・防災部防災課、応急対策室、広域応援室、地域防災室

はじめに1

政府の対応2

静岡県熱海市の被害の状況１

静岡県熱海市の被害の状況２

　消防庁においては、７月１日、伊豆諸島で線状降水帯
が発生したとの気象情報を受け、災害対策室を設置（第
１次応急体制）し、都道府県、指定都市に対して「梅雨
前線による大雨についての警戒情報」により警戒を呼び
かけました。その後、７月３日の熱海市土石流災害発生
に伴い、同日12時45分に第２次応急体制、さらに、同
日13時10分には官邸対策室の設置と同時に消防庁長官
を長とする消防庁災害対策本部に改組（第３次応急体制）
し、全庁を挙げて災害対応に当たりました。
　緊急消防援助隊については、同日13時30分に静岡県か

消防庁の対応3
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ら消防庁長官に対する出動の要請を受け、直ちに統括指
揮支援隊（横浜市消防局）、指揮支援隊（静岡市消防局）、
都県大隊（東京都、神奈川県）に対し出動を求めました。
同日以降、隊の交代にあわせ７県に対して出動を指示しま
した（発災当初、消防庁長官の求めによる出動としていた
ところ、その後、７月３日特定災害対策本部、同月５日非
常災害対策本部が設置されるなど被害の甚大さが判明し
たことから、消防庁長官の指示によるものとしました。）。
　あわせて、被災自治体の支援や情報収集のため、７月
３日以降、静岡県、熱海市役所及び熱海市消防本部に対
し、27日間にわたり計42人の消防庁職員を派遣しまし
た。派遣された職員は、熱海市による被害規模の把握や
救助・捜索活動の方針策定などの発災直後の応急対策を
支援したほか、緊急消防援助隊の安全、円滑な活動のた
め、安全管理、警察・自衛隊等の他機関を含めた活動調
整等を行いました。

熱海市災害対策本部等の動き4

　発災当初、土石流に巻き込まれた方の人数把握が困難
であったため、熱海市災害対策本部は消防庁や消防研究
センターとも連携し、ドローン映像等も活用して被災エ
リアを確定するとともに、住民基本台帳などの住民情報
も活用し安否不明者名簿を作成しました。この名簿をも
とに、静岡県災害対策本部では、熱海市、静岡県警とも
調整し、広く情報を募るための氏名公表、寄せられた情
報をもとにした安否不明者の絞り込みを行い、救助・捜
索活動に活用しました。

消防機関の対応5

（１）消防機関全体
　被災現場は、土石流による泥や倒壊家屋のがれき等の
堆積物に覆われ極めて困難な状況でありましたが、消防

（地元消防本部、県内消防本部からの応援隊及び緊急消
防援助隊）は警察、自衛隊、海上保安庁等と一体となり、
救助活動、行方不明者の捜索などを懸命に行いました。
　また、地元消防団は、発災後の住民の避難誘導に加え、
現場周辺の交通整理や夜間警戒等を実施しました。

（２）緊急消防援助隊
　７月３日以降、消防庁長官から出動の求め又は指示を
受けた10都県の緊急消防援助隊は、順次出動し26日ま
で活動しました。（表）
　統括指揮支援隊（横浜市消防局）は、静岡県消防応援
活動調整本部において、静岡県、静岡県内消防本部及び
消防庁派遣職員のほか、警察、自衛隊、海上保安庁、Ｄ
ＭＡＴ等の関係機関と連携し、被害情報の収集・整理、
緊急消防援助隊の活動管理等を行いました。
　指揮支援隊（静岡市消防局）は、熱海市消防本部にお
いて、熱海市長及び消防長を補佐するとともに被害情報
の収集・整理を行い、消防庁派遣職員のほか、警察、自
衛隊、海上保安庁等の関係機関と連携し、熱海市に派遣
された大隊の活動管理等を行いました。
　各都県大隊（東京都、神奈川県、愛知県、山梨県、長
野県、群馬県、栃木県、茨城県、岐阜県）は、県内応援
隊や警察・自衛隊等と連携の下広範囲に堆積した土石流

種別 活動機関等 最大活動
数／日 活動期間

緊急消防援助隊

統括指揮支援隊、指揮支援隊
横浜市消防局、静岡市消防局

都道府県大隊（被災現場で活動）
東京都大隊（7/3-12） 40隊157人
神奈川県大隊（7/3-12） 58隊220人
愛知県大隊（7/10-19） 30隊134人
山梨県大隊（7/12-18） 17隊 68人
長野県大隊（7/12-20） 25隊105人
群馬県大隊（7/18-24） 19隊 75人
栃木県大隊（7/19-25） 21隊 75人
茨城県大隊（7/20-26） 18隊 65人
岐阜県大隊（7/20-26） 25隊 65人

7/3

7/12

7/10 7/19

7/20

7/18

静岡県熱海市土石流災害における活動状況

7/26

7/3

7/12

7/18 7/24

7/19 7/25

7/20 7/26

【緊急消防援助隊】
派遣期間：令和３年７月３日

～２６日（２４日間）
のべ隊数：２，０９７隊
のべ人数：７，９６１人
派遣都県：１都９県

表　緊急消防援助隊の活動状況
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による泥や倒壊家屋のがれき等を除去しながら安否不明
者の救助活動を実施しました。当初は、被災地域の道路
が堆積物に覆われていたため重機等の進入が困難であ
り、人力によるがれき等の除去を行いながらの活動とな
りましたが、県内応援隊等と連携の下７月５日までの間、
32 人を救出しました。その後、道路啓開が進むにつれ、
大隊の保有する重機による救助活動も徐々に行われ、安
否不明者（行方不明者）の住居付近等に捜索箇所を重点
化するなど活動の効率化も図られ、26 日の活動終了ま
でにさらに17 人（総計49 人）の要救助者を発見、救出
しました。また、ドローンを活用した上空からの情報収
集を積極的に行い、被災エリアの明確化、効果的な活動
方針の策定に役立てました。これらの映像情報は、映像
伝送装置を使用した伝送により、現地の活動隊だけでな
く消防庁及び静岡県庁にも情報共有されました。
　熱海市に出動した緊急消防援助隊は、７月３日から
26 日までの24 日間にわたり活動し、出動隊の総数は、
815 隊、3,099 人（延べ活動2,097 隊、7,961 人）と
なりました。

【活動内容】捜索救助活動を実施
熱海市伊豆山地区

土石が堆積した範囲

静岡県熱海市土石流災害における緊急消防援助隊の活動状況

国土地理院の電子地形図に緊急消防
援助隊の活動場所等を追記して掲載

活動人員規模
統括指揮支援隊：横浜市消防局 指揮支援隊：静岡市消防局 合計10都県
都道府県大隊：東京都、神奈川県、愛知県、山梨県、長野県、群馬県、栃木県、茨城県、岐阜県
活動期間 令和３年７月３日～７月26日（24日間）
出動人員 815隊 3,099人 延べ人員（日ごとの累計） 2,097隊 7,961人
※ このほか、県内応援隊、地元消防、地元消防団、自衛隊、警察等も活動を実施。

撮影：東京消防庁

撮影：浜松市消防局

捜索活動状況

　今回の災害現場では、大量かつ広範囲の泥やがれきの
除去作業が必要となり、多くの隊員が長期にわたり活動
することとなったため、通常の救助工作車に加え、消防
庁が無償使用車両として配備している重機、拠点機能形
成車等が活用されました。
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現地合同調整本部会議の様子

救出活動状況
（神奈川県大隊提供）

重機を活用した捜索活動状況
（静岡県消防防災航空隊提供）

宿営活動状況
（静岡県消防防災航空隊提供）

（１）被害規模の迅速な把握
　熱海市土石流災害では、発災当初、土石流による被害
状況の正確な把握が困難でありましたが、ドローン映像
等を活用した被災エリアの確定、住民情報等との突合に
よる安否不明者名簿の作成、広く情報を募るための名簿
公表等を経て、安否不明者の絞り込み特定を行いました。
　こうした取組は早期の被害規模把握、救助活動の効率
化・重点化に有効であり、今後の同様の災害発生時にお
いても活用すべく、消防庁においては、被害状況の迅速
な把握のための取組をガイドラインとして取りまとめ提
示できるよう、検討を進めているところです。
　なお、安否不明者の氏名等公表については、氏名等の
公表を行うに当たっての留意事項を周知すべく、内閣府
と連携し「災害時における安否不明者の氏名等の公表に
ついて」（令和３年９月16 日付け通知）を各都道府県防
災主管部長に対して発出しました。

（２）救助・捜索活動
　熱海市土石流災害の救助・捜索活動では、多量の土砂
が堆積するなど困難な状況のなかで、これに対応した
様々な資機材の活用、県内及び緊急消防援助隊の消防機
関や自衛隊等の関係機関との効果的な連携など、今後の
災害対応にも参考となる取組が見られました。
　これを受け、消防庁は、日本各地で起こり得る土砂災
害・風水害時の救助活動の参考とするべく、「熱海市土
石流災害における救助活動事例（奏功事例）等の周知に
ついて」（令和３年８月31日付け通知）を発出し、各都
道府県消防防災主管部長に対して救助活動の奏功事例等
を周知するとともに、これまでの実災害や訓練等で得ら
れた教訓や地域の特性等も踏まえ、土砂災害時における

災害後の消防庁の対応6

捜索活動状況（ドローンにより撮影）
（静岡県県内応援隊提供）
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おわりに7

　このたびの土石流被害に際しては、地元消防本部、消
防団や被災自治体はもとより、県内消防本部の応援隊、
緊急消防援助隊は、一人でも多くの住民の命を守るため、
昼夜を問わず、総力をあげて懸命な活動を続けました。
こうした活動を通じて、今後に活かすべき多くの教訓が
得られたところであります。
　消防庁においても、引き続き関係省庁と連携して、近
年、激甚化・頻発化する災害に迅速かつ的確に対応でき
るよう、これまでの教訓を踏まえ、消防防災体制のより
一層の強化に取り組んでまいります。

問合わせ先
　消防庁国民保護・防災部防災課
　TEL: 03-5253-7525（直通）
　消防庁国民保護・防災部防災課　応急対策室
　消防庁国民保護・防災部防災課　広域応援室
　TEL: 03-5253-7527（直通）
　消防庁国民保護・防災部防災課　地域防災室
　TEL: 03-5253-7561（直通）

救助活動の充実、関係機関との連携の強化を図るよう要
請しました。
　今後、本災害を受けて、多数の応援部隊を得て活動す
る際の活動方針策定など地元消防本部への指揮支援、ま
た、警察・自衛隊といった関係機関との活動調整等につ
いて、より効果的な方策を検討していく予定です。


